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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次

第78期
第２四半期
連結累計期間

第79期
第２四半期
連結累計期間

第78期

会計期間

自平成26年
　４月１日
至平成26年
　９月30日

自平成27年
　４月１日
至平成27年
　９月30日

自平成26年
　４月１日
至平成27年
　３月31日

売上高 （百万円） 20,139 19,467 41,463

経常利益又は経常損失（△） （百万円） △184 327 410

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益又は親会社株

主に帰属する四半期純損失

（△）

（百万円） △308 135 14

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） △386 149 858

純資産額 （百万円） 9,625 10,892 10,870

総資産額 （百万円） 44,124 45,480 45,920

１株当たり四半期（当期）

純利益金額又は１株当たり四

半期純損失金額（△）

（円） △14.48 6.33 0.69

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 21.6 23.8 23.5

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 561 1,005 2,101

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △459 △615 △976

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △899 △847 △723

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（百万円） 3,051 3,994 4,433
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回次
 

第78期
第２四半期
連結会計期間

第79期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
 

自平成26年
７月１日

至平成26年
９月30日

自平成27年
７月１日

至平成27年
９月30日

１株当たり四半期純利益金額

又は１株当たり四半期純損失

金額（△）

（円） △3.58 9.73

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　　　　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　　３．第78期及び第79期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。第78期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。

　　　　４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益又は四半期純損失」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益

又は親会社株主に帰属する四半期純損失」としております。

 

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

　なお、第１四半期連結累計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）

等を適用し、「四半期純利益」を「親会社株主に帰属する四半期純利益」としております。

 

(1）業績の状況

　当第２四半期連結累計期間における我が国経済は、引き続き緩やかな回復基調が続きました。設備投資は企業業績

の改善とともに緩やかな増加基調を維持し、個人消費も、雇用・所得環境の着実な改善を背景に底堅く推移しまし

た。一方、輸出は、中国をはじめとする新興国経済の減速による影響から伸び悩みました。

　今後も新興国・資源国経済の動向や欧州経済の債務問題、また原油価格の行方などのリスク要因があり、先行き不

透明な環境が続くことが予想されます。

　このような経営環境下、当社グループの当第２四半期連結累計期間の売上高は、総じて需要が弱含みであったこ

と、並びに原材料価格の値下がりに伴う売価の下落の影響などから低調に推移し、前年同期比６億71百万円、3.3％

減収の194億67百万円となりました。

　一方、利益面は、個別業績が、原材料価格の値下がりに伴う利益率の改善並びに新規開発品の収益寄与などで大幅

な増益となり、東邦化学（上海）有限公司における主要製品の販売活動の遅れに伴う損失負担の影響は大きいもの

の、連結業績においても増益となりました。

　その結果、当第２四半期連結累計期間の損益は、営業利益が２億45百万円増益の３億47百万円、経常利益が３億27

百万円（前年同期は経常損失１億84百万円）、親会社株主に帰属する四半期純利益が１億35百万円（前年同期は親会

社株主に帰属する四半期純損失３億８百万円）となりました。

 

　セグメント別の状況は次のとおりです。

 

（界面活性剤）

　トイレタリー用界面活性剤は、ヘアケア用基剤が振るわず若干の減収となりました。プラスチック用界面活性剤

は、自動車関連の乳化重合剤等の販売により微増となりました。土木建築用薬剤は、コンクリート用関連薬剤や建材

用薬剤が振るわず大幅な減収となりました。紙パルプ用界面活性剤は、潤滑剤やサイズ剤の伸びを主因に増収となり

ました。農薬助剤及び繊維助剤は、海外需要向けの販売が低調で減収となりました。

　その結果、当セグメントの売上高は、前年同期比４億56百万円、4.3％減収の102億89百万円となり、セグメント利

益は、２億44百万円となりました。

 

（樹脂）

　石油樹脂は、大口ユーザーの定修の影響により大幅な減収となりました。合成樹脂は、自動車関連向けウレタン樹

脂等の落ち込みを主因に減収となりました。樹脂エマルションは、フロアーポリッシュ用等が振るわず減収となりま

した。

　その結果、当セグメントの売上高は、前年同期比２億52百万円、14.4％減収の15億３百万円となり、セグメント損

失は、34百万円となりました。

 

（化成品）

　合成ゴム・ＡＢＳ樹脂用ロジン系乳化重合剤は、海外向け販売を中心に増収となりました。石油添加剤は、潤滑油

添加剤や油水分離剤等が振るわず、金属加工油剤も主力の水溶性切削油剤等が低調で、共に減収となりました。

　その結果、当セグメントの売上高は、前年同期比３百万円、0.1％増収の31億28百万円となり、セグメント利益

は、50百万円となりました。

 

EDINET提出書類

東邦化学工業株式会社(E00886)

四半期報告書

 4/20



（スペシャリティーケミカル）

　溶剤は、電子材料用は低調でしたが、一般溶剤の伸長及び医薬品製造用向けの需要回復により微増となりました。

電子・情報産業用の微細加工用樹脂は、引き続き新規開発品等が順調に推移し増収となりました。アクリレートは、

電子情報材料用の海外販売が後半にかけ落ち込み、若干の減収となりました。

　その結果、当セグメントの売上高は、前年同期比41百万円、0.9％増収の45億３百万円となり、セグメント利益

は、１億48百万円となりました。

 

　なお、前第２四半期連結累計期間において、報告セグメントに帰属しない東邦化学（上海）有限公司に係る費用

を、同社製品の販売活動の本格化に伴い、第１四半期連結会計期間より報告セグメントに含めております。そのた

め、セグメント利益又は損失につきましては、前年同期と前提が異なりますので比較情報は記載しておりません。

 

(2）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は39億94百万円となり、前連結会計年度末と比

較して４億39百万円の減少となりました。

 

　当第２四半期連結累計期間における「営業活動によるキャッシュ・フロー」は10億５百万円の収入（前年同期比４

億44百万円の収入増）となりました。収入の主な要因は、税金等調整前四半期純利益３億14百万円、減価償却費10億

50百万円、たな卸資産の減少１億２百万円等であり、支出の主な要因は、法人税等の支払額２億６百万円等でありま

す。

　「投資活動によるキャッシュ・フロー」は６億15百万円の支出（前年同期比１億55百万円の支出増）となりまし

た。これは主に、有形固定資産の取得による支出６億６百万円等によるものであります。

　「財務活動によるキャッシュ・フロー」は８億47百万円の支出（前年同期比51百万円の支出減）となりました。主

な要因は、短期借入金の純減額２億58百万円、長期借入れの純減額３億15百万円、リース債務の返済による支出１億

46百万円、配当金の支払額１億28百万円であります。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　　　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4）研究開発活動

　　　当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、６億92百万円であります。

　　　なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

　また、研究開発費は、セグメント別に関連づけられないものもあるため、セグメント別の研究開発費の金額は記載

しておりません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 85,000,000

計 85,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数（株）
（平成27年９月30日）

提出日現在
発行数（株）

（平成27年11月13日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 21,350,000 21,350,000
東京証券取引所

（市場第二部）

単元株式数

1,000株

計 21,350,000 21,350,000 ― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

（株）

発行済株式
総数残高

（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

　平成27年７月１日～

　平成27年９月30日
－ 21,350,000 － 1,755 － 896
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（６）【大株主の状況】

  平成27年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

東邦化学工業取引会社持株会 東京都中央区明石町６－４ 3,169 14.84

中崎　龍雄 千葉県市川市 2,528 11.84

三井化学株式会社 東京都港区東新橋１－５－２ 1,390 6.51

三井物産株式会社　　　　　　

（常任代理人　資産管理サービス

信託銀行株式会社）

東京都千代田区丸の内１－１－３　　　

（東京都中央区晴海１－８－12　　　　

晴海アイランドトリトンスクエアオフィ

スタワーＺ棟）　　　　　

1,233 5.77

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１－１－２ 1,065 4.98

東邦化学工業従業員持株会 東京都中央区明石町６－４ 920 4.31

三井住友信託銀行株式会社

（常任代理人　日本トラスティ・

サービス信託銀行株式会社）

東京都千代田区丸の内１－４－１

（東京都中央区晴海１－８－11）　
675 3.16

三井住友海上火災保険株式会社 東京都千代田区神田駿河台３－９ 550 2.57

丸紅株式会社 東京都千代田区大手町１－４－２ 503 2.35

株式会社菅野商事 千葉県市川市菅野１－１６－５ 302 1.41

計 ― 12,337 57.78
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成27年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式     16,000
― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式 21,310,000 21,310 ―

単元未満株式 普通株式     24,000 ― ―

発行済株式総数 21,350,000 ― ―

総株主の議決権 ― 21,310 ―

　（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が193株含まれております。

 

②【自己株式等】

平成27年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）      

東邦化学工業株式会社
東京都中央区明石町

６－４
16,000 ― 16,000 0.07

計 ― 16,000 ― 16,000 0.07

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成27年７月１日から平

成27年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成27年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,629 4,190

受取手形及び売掛金 8,972 9,063

たな卸資産 ※１ 8,910 ※１ 8,841

その他 949 1,061

貸倒引当金 △0 △0

流動資産合計 23,462 23,157

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 8,714 8,677

機械装置及び運搬具（純額） 4,351 4,166

土地 3,281 3,271

建設仮勘定 22 301

その他（純額） 1,665 1,531

有形固定資産合計 18,036 17,949

無形固定資産 1,011 1,021

投資その他の資産 ※３ 3,410 ※３ 3,351

固定資産合計 22,457 22,323

資産合計 45,920 45,480
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成27年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 7,187 7,237

短期借入金 6,580 6,394

1年内償還予定の社債 1,800 1,800

未払法人税等 202 217

賞与引当金 346 356

その他 2,277 2,187

流動負債合計 18,393 18,194

固定負債   

社債 4,120 4,120

長期借入金 7,606 7,254

役員退職慰労引当金 105 104

退職給付に係る負債 3,470 3,538

資産除去債務 57 58

その他 1,294 1,317

固定負債合計 16,655 16,393

負債合計 35,049 34,588

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,755 1,755

資本剰余金 896 896

利益剰余金 6,037 6,045

自己株式 △4 △4

株主資本合計 8,685 8,692

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 828 736

為替換算調整勘定 1,318 1,418

退職給付に係る調整累計額 △49 △44

その他の包括利益累計額合計 2,097 2,110

非支配株主持分 87 89

純資産合計 10,870 10,892

負債純資産合計 45,920 45,480
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

売上高 20,139 19,467

売上原価 17,800 16,811

売上総利益 2,338 2,655

販売費及び一般管理費 ※ 2,236 ※ 2,307

営業利益 102 347

営業外収益   

受取利息 1 3

受取配当金 23 26

為替差益 - 106

その他 66 44

営業外収益合計 91 180

営業外費用   

支払利息 150 149

為替差損 169 -

その他 58 51

営業外費用合計 378 201

経常利益又は経常損失（△） △184 327

特別損失   

固定資産廃棄損 22 2

減損損失 - 9

特別損失合計 22 12

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
△206 314

法人税等 101 180

四半期純利益又は四半期純損失（△） △308 134

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△）
0 △0

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
△308 135
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） △308 134

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 113 △92

為替換算調整勘定 △196 102

退職給付に係る調整額 5 5

その他の包括利益合計 △78 15

四半期包括利益 △386 149

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △383 148

非支配株主に係る四半期包括利益 △3 1
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半

期純損失（△）
△206 314

減価償却費 997 1,050

減損損失 － 9

貸倒引当金の増減額（△は減少） △0 △0

賞与引当金の増減額（△は減少） △2 10

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △24 △1

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 76 74

受取利息及び受取配当金 △25 △30

支払利息 150 149

為替差損益（△は益） 176 △94

固定資産廃棄損 22 2

売上債権の増減額（△は増加） △342 △60

たな卸資産の増減額（△は増加） 0 102

仕入債務の増減額（△は減少） △11 42

その他 △20 △231

小計 790 1,338

利息及び配当金の受取額 25 30

利息の支払額 △160 △155

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △92 △206

営業活動によるキャッシュ・フロー 561 1,005

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △442 △606

有形固定資産の売却による収入 0 －

無形固定資産の取得による支出 △2 △3

投資有価証券の取得による支出 △4 △4

その他 △10 △1

投資活動によるキャッシュ・フロー △459 △615

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △359 △258

長期借入れによる収入 1,450 1,500

長期借入金の返済による支出 △1,718 △1,815

社債の発行による収入 888 －

社債の償還による支出 △900 －

リース債務の返済による支出 △131 △146

配当金の支払額 △128 △128

その他 △0 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △899 △847

現金及び現金同等物に係る換算差額 △48 18

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △846 △439

現金及び現金同等物の期首残高 3,897 4,433

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 3,051 ※ 3,994
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【注記事項】

（会計方針の変更）

　（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平

成25年９月13日）等を第１四半期連結会計期間から適用し、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非

支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第２四半期連結累計期間及

び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※１ たな卸資産の内訳は次のとおりであります。
 

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成27年９月30日）

商品及び製品 6,856百万円 6,579百万円

仕掛品 477　〃 459　〃

原材料及び貯蔵品 1,575　〃 1,802　〃

 

２ 受取手形割引高
 

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成27年９月30日）

受取手形割引高 1,968百万円 1,750百万円

 

※３ 資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額
 

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成27年９月30日）

投資その他の資産 15百万円 15百万円

 

（四半期連結損益計算書関係）

※   販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日

　　至 平成26年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日

　　至 平成27年９月30日）

従業員給料及び手当 427百万円 428百万円

運賃 694　〃 684　〃

退職給付費用 57　〃 66　〃

賞与引当金繰入額 62　〃 78　〃

研究開発費 340　〃 354　〃
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※   現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のと

おりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日

至 平成26年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日）

現金及び預金勘定 3,247百万円 4,190百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △196　〃 △196　〃

現金及び現金同等物 3,051　〃 3,994　〃

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

配当金支払額

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月26日

定時株主総会
普通株式 128 6  平成26年３月31日  平成26年６月27日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年９月30日）

配当金支払額

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月25日

定時株主総会
普通株式 128 6  平成27年３月31日  平成27年６月26日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期
連結損益
計算書
計上額
（注）３

 
界面
活性剤

樹脂 化成品
スペシャ
リティー
ケミカル

計

売上高          

外部顧客への

売上高
10,746 1,756 3,124 4,461 20,088 50 20,139 － 20,139

セグメント間

の内部売上高

又は振替高

－ － － － － 95 95 △95 －

計 10,746 1,756 3,124 4,461 20,088 145 20,234 △95 20,139

セグメント利益

又は損失（△）
318 △30 36 6 330 27 358 △255 102

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、環境調査測定・分析及び物流倉

庫業務等を含んでおります。

　　　２．セグメント利益又は損失（△）の調整額 △255百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△

323百万円及び棚卸資産の調整額 37百万円等が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属

しない東邦化学（上海）有限公司に係る費用等であります。

　　　３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書計上額の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期
連結損益
計算書
計上額
（注）３

 
界面
活性剤

樹脂 化成品
スペシャ
リティー
ケミカル

計

売上高          

外部顧客への

売上高
10,289 1,503 3,128 4,503 19,424 42 19,467 － 19,467

セグメント間

の内部売上高

又は振替高

－ － － － － 92 92 △92 －

計 10,289 1,503 3,128 4,503 19,424 135 19,560 △92 19,467

セグメント利益

又は損失（△）
244 △34 50 148 408 27 436 △89 347

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、環境調査測定・分析及び物流倉

庫業務等を含んでおります。

　　　２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△89百万円には、棚卸資産の調整額△115百万円等が含まれており

ます。なお、前第２四半期連結累計期間において、報告セグメントに帰属しない東邦化学（上海）有限公司

に係る費用については、全社費用として調整額に計上しておりましたが、同社製品の販売活動の本格化に伴

い、第１四半期連結会計期間より報告セグメントに含めております。

　　　３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書計上額の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年９月30日）

　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半

期純損失金額（△）
△14円48銭 6円33銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は親

会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）

（百万円）

△308 135

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額又は親会社株主に帰属する四半期純損

失金額（△）（百万円）

△308 135

普通株式の期中平均株式数（千株） 21,334 21,333

　（注）当第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。前第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、

１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年11月13日

東 邦 化 学 工 業 株 式 会 社

取 締 役 会 　 御 中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 新田　　誠　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 狩野　茂行 　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 北本　佳永子　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東邦化学工業株

式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成27年７月１日から

平成27年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年９月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東邦化学工業株式会社及び連結子会社の平成27年９月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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